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 軽い身体活動が多い高齢者ほど認知機能が高い 

－座っている時間や睡眠時間を減らして活動時間を増やすと効果的－ 

 

 

⚫ 活動量の実測データに基づき高齢者の１日の行動と認知機能の一つである実行機能 1 の関連性を検討しました。 

⚫ 24 時間に占める低強度の身体活動 2 の時間が多い高齢者ほど実行機能スコアが高いことがわかりました。 

⚫ 統計学的予測 3 により、1 日あたりの座位行動や睡眠時間を 30 分減らして、低強度の身体活動に充てることで実

行機能スコアが 5-10%程度向上すると試算されました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢期に健常な認知機能を維持することは自立した生活を営むうえで重要です。では、1 日をどのように過ごせば認知機能を高

く保つことができるのでしょうか？公益財団法人明治安田厚生事業団（本部：東京都新宿区、理事長：中熊 一仁）は、

高齢者の 24 時間の行動と、認知機能の一つである実行機能 (目的に向かって自分の行動や思考を制御する能力) との関

連性を検討しました。その結果、1 日に占める身体活動の中で、運動のような息のあがる中高強度の活動ではなく、ゆっくりした

歩行や家事などの低強度の活動の時間が多い高齢者ほど、実行機能を評価する課題のスコアが高いことがわかりました。さらに

統計学的予測により、１日あたり 30 分の座位行動や睡眠時間を低強度身体活動に置き換えることで、スコアが 5-10%程度

向上すると試算されました。高齢期に認知機能を維持するには、1 日の座っている時間（例：TV 視聴や読書など）や睡眠時

間を見直し、強度が低くてもよいので、たくさん体を動かすことが大切と伺われます。 

本研究の成果は、神経科学系の国際学術雑誌 Frontiers in Human Neuroscience に 2023 年 1 月 25 日付で公開

されました。  
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実行機能は高齢期に自立した生活を営む上で重要な役割を果たしますが、加齢に伴い低下しやすい機能です。これまでの研

究から、身体活動（運動や家事など体を動かす全ての活動）で実行機能を維持・改善できることがわかってきました。一方、1

日は 24 時間と有限であり、身体活動（例：運動）の時間を増やすには、別のある行動（例：TV 視聴や睡眠）の時間を

同じだけ減らす必要があります。しかし、従来の研究では、こうした有限性と相互依存性が十分に考慮されてきませんでした。その

ため、高齢者が実行機能を良好に保つには、「24 時間のどのような行動を減らして、代わりにどのような身体活動を増やすと良い

のか」がわかっていません。そこで、本研究ではこうした依存関係を統計手法で適切に対処したうえで、高齢者の身体活動と実行

機能の関連性を調べました。 

 

結果のポ 

本研究は健常高齢者 76 名を対象にした横断研究です。参加者の 24 時間の行動を評価するために、活動量計 4 を用いて身

体活動と座位行動の時間を測定し、調査票を用いて睡眠時間を評価しました。 

実行機能評価のため、参加者はパソコンでストループ課題、N バック課題、タスクスイッチング課題を行いました。これらの課題によ

り、抑制機能 5、ワーキングメモリ 6、認知的柔軟性 7 といった実行機能の要素を評価しました。そして、組成データ解析と呼ばれ

る統計手法により、1 日の行動時間が持つ相互依存性を考慮したうえで、身体活動と各課題成績の関連性を調べました。 

 

実行機能の評価に使用した課題の一例 

 

 

分析の結果、1 日に占める低強度の身体活動の時間が長いほど、抑制機能を評価するストループ課題の成績が高いことがわか

りました。また、統計学的予測により、座位行動や睡眠時間を 1 日 30 分減らして、低強度の身体活動に充てることでストルー

プ課題成績が 5-10％程度高くなることが試算されました。一方、運動やスポーツといった比較的強度が高い活動（中高強度の

身体活動）と実行機能の間に、統計的に有意な関連性は確認されませんでした。また、ワーキングメモリや認知的柔軟性を評

価する課題の成績は、いずれの強度の身体活動とも明確な関連性が確認されませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場面別の活動と課題成績の関連性 座位行動と睡眠時間を減らして低強度の 

身体活動を増やした時に予想される課題成績の変化 

背 景 
 

対象と方法 
 

結 果 
 



 

 

本研究では、世界で初めて 1 日の行動時間の特性を考慮したうえで、高齢者の身体活動と実行機能の関連性を調べました。

そして高齢者の抑制機能の維持・向上には、座位行動や睡眠の時間を見直し、低強度の身体活動をたくさん行うことが効果的

である可能性を確認しました。低強度の身体活動は運動やスポーツよりも体への負担や心理的な負担感も少なく、日常の様々

な場面で実践可能です。本研究成果は、高齢期の実行機能を適切に管理するための、実践・継続しやすいプログラムの開発に

寄与すると考えられます。 

本研究では身体活動と実行機能の因果関係は明らかになっていないため、今後の研究による更なる検討が期待されます。また

統計学的予測の結果も、個人が行動変容した際に同じ結果が得られるとは限らないことに注意が必要です。 

 

 

 

 

1. 実行機能：目的に向かって自分の行動や思考を制御する能力。例えば、料理を作る際に何を作るか決め、必要な具材を

買い、効率的な手順で同時並行的に調理する場合などに必要な能力です。 

2. 低強度の身体活動：1.6－2.9METs までの強度の身体活動。ゆっくり歩行や家事などが含まれます。 

3. 統計学的な予測：集団の座位行動／睡眠時間の平均値を 1 日 30 分減らして、代わりに低強度の身体活動時間を 30

分増やした場合に、実行機能の課題成績がどのように変化するかを予測しています。よって、この結果を個人に当てはめるこ

とはできません。 

4. 活動量計：３軸加速度計センサーを搭載し、日々の身体活動や座位行動を詳細に評価することができる機器。 

5. 抑制機能：ある刺激に対して優位に起こる不適切な反応（行動）を抑制して、適切な反応（行動）をおこなう能力。

例えば、横断歩道を渡るときに信号が赤になっていることに気付き、瞬時に止まる場合などに必要な能力です。 

6. ワーキングメモリ：頭の中に情報を一時的に保存しながら情報を処理する能力。会話や暗算などに必要な能力です。 

7. 認知的柔軟性：変化する状況の中で、柔軟に思考を切り替えて行動する能力。例えば運転中に交通状況を見て適切に

状況判断する際などに必要な能力です。 
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